
 （ 総  則 ）

第１条  平成２８年度さいたま市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （ 業務の予定量 ）

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 件

（２）

（３）

（４）

施設整備事業  事業費 千円

 （ 収益的収入及び支出 ）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款   水 道 事 業 収 益 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第１款   水 道 事 業 費 用 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

議案第３２号

585,334

127,166,000

348,400

9,142,649

32,649,553

収             入

特 別 損 失

予 備 費

2,134

20,000

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

支             出

27,162,721

25,373,160

1,767,427

31,314,229

1,334,545

779

給 水 件 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

主要な建設改良事業

平成２８年度さいたま市水道事業会計予算
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 （ 資本的収入及び支出 ）

514,555 千 円 で 補 す る も の と す る。）。

第１款   資 本 的 収 入 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第１款   資 本 的 支 出 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

 （ 継続費 ）

第５条  継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

千円 千円

 （ 債務負担行為 ）

第６条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

１ 資本的支出 １ 建設改良費 中央監視制御装置更新工事 2,985,061 平成29年度

平成30年度

4,676,812償 還 金

3,770

17,214,342

12,527,530

補 助 金

建 設 改 良 費

支             出

予 備 費

事         項

10,000

平成28年度

款 項 事    業    名 総　　額 年   度

料金未納整理等業務

2,605,000

1,053,472

企 業 債

負担金及び寄附金

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額 13,552,100 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

750,227 千 円 、過 年 度分 損益 勘定 留保 資 金 649,034 千 円 、 当年 度 分 損 益 勘定 留 保 資 金

7,010,126 千 円 、 繰 越 利 益 剰 余 金 処 分 額 4,628,158 千 円 及 び 当 年 度 利 益 剰 余 金 処 分 額

年　割　額

20,693

1,438,635

1,525,733

平成29年度から
平成31年度まで

期     間 限  度  額

582,195 千円

収             入

3,662,242
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 （ 企業債 ）

第７条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

 （ 予定支出の各項の経費の金額の流用 ）

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

 （ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

第９条  次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又

  はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（２） 千円

 （ 他会計からの補助金 ）

第１０条  事業費に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、18,876 千円である。

 （ 利益剰余金の処分 ）

第１１条  繰越利益剰余金及び当年度利益剰余金のうち 5,142,713 千円は、次のとおり処分するものと

　定める。

（１） 千円

 （ たな卸資産購入限度額 ）

第１２条  たな卸資産の購入限度額は、744,040 千円と定める。

　平成２８年２月２日 提出

清　　水　　勇　　人

利　率

3,722,347

普 通 貸 借

又　 　　は

 政府資金等についてはその融資条件に
 より、銀行その他の場合にはその債権
 者と協定するものによる。ただし、財
 政の都合により据置期間及び償還期間
 を短縮し、又は繰上償還若しくは低利
 に借換えすることができる。

起債の目的 限 度 額 起債の方法

職 員 給 与 費

交 際 費

建 設 改 良 積 立 金

425

5,142,713

証 券 発 行

　5.0％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金について､
利率の見直しを行
った後においては､
当該見直し後の年
度における利率と
する。）

施設整備事業 2,605,000

さ い た ま 市 長

償 還 の 方 法
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